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製造業, 

30社, 
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小売業, 
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サービス

業, 5社, 
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～20人, 

 2社, 2.5% 

21～50人, 

3社, 3.8% 
51～100

人, 3社, 

3.8% 

101～300

人, 9社, 

11.4% 

301～500

人, 10社, 

12.7% 

501～

1,000人,  

8社, 10.1% 

1,001～

3,000人, 

21社, 

26.6% 

3,001人以

上, 23社, 

29.1% 

日本経済の状況はアベノミクスにより経済再生、デフレ脱却に向けて着実に前進して

いる。当地主力の製造業を中心に企業業績は改善しており、民間設備投資や賃上げ、個

人消費も堅調に推移していることから、緩やかな回復を持続している。 

このような中、本年も年の瀬を迎え、当地域経済を代表する本所議員の方々を対象に

｢２０１６年の経済展望｣に関するアンケート調査を実施した。 

調査の概要等は下記の通り。 

 

【アンケート調査の概要】 

 Ⅰ．調査期間  平成２７年１２月７日（月） ～ １２月１５日（火）まで 

〔前年調査  平成２６年１２月８日（月） ～ １２月１７日（水）〕 
 

 Ⅱ．調査対象  本所議員企業１５０社 

 

 Ⅲ．調査方法  Ｗｅｂ対応先（１４７社）、ＦＡＸ対応先（３社） 
 

 Ⅳ．回答状況  回答企業 ７９社（回答率５２.７％） 

〔前年調査  回答企業７９社（回答率５２.７％）〕 
 

 Ⅴ．回答企業内訳 

業種 回答社数 構成 

製造業 30 社 38.0% 

建設業 8 社 10.1% 

卸売業 12 社 15.2% 

小売業 7 社 8.9% 

サービス業 5 社 6.3% 

その他 17 社 21.5% 

計 79 社 100.0% 

  

 

 

 

規模 回答社数 構成 

～20 人 2 社 2.5% 

21～50 人 3 社 3.8% 

51～100 人 3 社 3.8% 

101～300 人 9 社 11.4% 

301～500 人 10 社 12.7% 

501～1,000 人 8 社 10.1% 

1,001～3,000 人 21 社 26.6% 

3,001 人以上 23 社 29.1% 

計 79 社 100.0% 
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１．世界経済について 

（質問内容） 

２０１６年の世界経済は２０１５年と比較してどうなると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体では、「現状程度」との予想が４割強（４２.９％）を占めたが、「悪化」・「やや悪化」

との予想が３割（３１.２％）に達し、｢好転｣・「やや好転」（１５.６％）を大幅に上回った。

「好転」との予想はなかった。中国景気減速をはじめとした不透明感から世界経済に関しては、

現状程度から悪化と見る向きが多い結果となった。 

業種別にみると、「現状程度」は、製造業、非製造業ともに同率で４割強（４２.９％）を占

めた。また、製造業の方が非製造業より「悪化」・「やや悪化」と予想する割合がやや多かった

（製造業３５.７％＞非製造業２８.５％）。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体では、「現状程度」との予想が５割弱（４７.４％）を占めたが、「好転」・「やや好転」

との予想が３割（３０.８％）に達し、「悪化」・「やや悪化」（１８.０％）を上回った。 

 

 

悪化, 3.6% 

悪化, 2.0% 

悪化, 2.6% 

やや悪化, 32.1% 

やや悪化, 26.5% 

やや悪化, 28.6% 

現状程度, 42.9% 

現状程度, 42.9% 

現状程度, 42.9% 

やや好転, 14.3% 

やや好転, 16.3% 

やや好転, 15.6% 

わからない, 7.1% 

わからない, 12.3% 

わからない, 10.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

悪化 3.6% 2.0% 2.6%

やや悪化 32.1% 26.5% 28.6%

現状程度 42.9% 42.9% 42.9%

やや好転 14.3% 16.3% 15.6%

好転 0.0% 0.0% 0.0%

わからない 7.1% 12.3% 10.3%
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２．国内経済について 

（質問内容） 

２０１６年の国内経済は２０１５年と比較してどうなると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全体では、４割強（４２.９％）の議員が「現状程度」と予想。「好転」との予想は０％であ

ったが、「やや好転」が４割弱（３７.７％）を占め、「悪化」・「やや悪化」との予想（１３.０％）

を大幅に上回り、世界経済見通しとは逆に悪化よりも好転予想が強い結果となった。 

  業種別にみると、製造業では４割以上が「やや好転」（４２.９％）と予想し、「現状程度」（３

２.１％）を上回った。また、製造業の方が非製造業よりも「やや好転」と予想する割合が多

かった（製造業４２．９％＞非製造業３４.７％）。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体では、５割（５１.２％）の議員が「好転」・「やや好転」と予想。一方「悪化」予想は

無く「やや悪化」との予想も１１.５％に止まっており、世界経済見通しより好転期待が高ま

っている結果となった。 

 

 

悪化, 3.6% 

悪化, 1.3% 

やや悪化, 14.3% 

やや悪化, 10.2% 

やや悪化, 11.7% 

現状程度, 32.1% 

現状程度, 49.0% 

現状程度, 42.9% 

やや好転, 42.9% 

やや好転, 34.7% 

やや好転, 37.7% 

わからない, 7.1% 

わからない, 6.1% 

わからない, 6.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

悪化 3.6% 0.0% 1.3%

やや悪化 14.3% 10.2% 11.7%

現状程度 32.1% 49.0% 42.9%

やや好転 42.9% 34.7% 37.7%

好転 0.0% 0.0% 0.0%

わからない 7.1% 6.1% 6.4%
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３．株価の動向について 

（質問内容） 

２０１６年末時点の株価水準は具体的にどの程度と予想しますか（１，０００円刻み）。 

［ご参考：調査開始前日（平成２７年１２月４日） 終値 １９，５０４円４８銭］ 

［ご参考：前年末（平成２６年１２月５日）    終値 １７，９２０円４５銭］ 

 

（調査結果）【図表３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２月のＧＤＰ２次速報がプラス成長に上方修正され、足許企業収益も好調に推移している

ことから、２０,０００円以上の「株高の水準」との予想が、全体の４割弱（３６.５％）を占

めた。一方、１８，０００円を下回る株価予想は、全体の５.５％に止まった。また、１６,０

００円を下回る株価の予想はなかった。 
 

（ご参考/前年調査） 

１０月末の日銀の追加金融緩和もあって株価水準は調査開始時点で前年末に比べて既に１

割以上上昇していたこともあり、全業種で５割強（５５.１％）が更なる「株高」（１８，００

０円以上）を予想。「現状水準」との予想も２割強（２５.６％）あった。 

一方、「株安」（１７，０００円を下回る）予想は１割程度（１２.８％）に止まった。 

 

16,000～17,000円, 

3.6% 

16,000～17,000円, 

1.4% 

17,000～18,000円, 

7.1% 

17,000～18,000円, 

2.2% 

17,000～18,000円, 

4.1% 

18,000～19,000円, 

14.3% 

18,000～19,000円, 

13.0% 

18,000～19,000円, 

13.5% 

19,000～20,000円, 

35.7% 

19,000～20,000円, 

32.6% 

19,000～20,000円, 

33.8% 

20,000～21,000円, 

 21.4% 

20,000～21,000円,  

34.8% 

20,000～21,000円 

, 29.7% 

21,000円～, 10.9% 

21,000円～, 6.8% 

わからない, 17.9% 

わからない, 6.5% 

わからない, 10.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

～16,000円 0.0% 0.0% 0.0%

16,000～17,000円 3.6% 0.0% 1.4%

17,000～18,000円 7.1% 2.2% 4.1%

18,000～19,000円 14.3% 13.0% 13.5%

19,000～20,000円 35.7% 32.6% 33.8%

20,000～21,000円 21.4% 34.8% 29.7%

21,000円～ 0.0% 10.9% 6.8%

わからない 17.9% 6.5% 10.7%
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４．為替の動向について（ドル/円） 

（質問内容） 

２０１６年末時点の為替水準は具体的にどの程度と予想しますか（５円刻み）。 

［ご参考：調査開始前日（平成２７年１２月４日） １２２円７７銭～７９銭（東京１７時）］ 

［ご参考：前年末（平成２６年１２月５日）    １２０円１７銭～１８銭（東京１７時） ］ 
 

（調査結果）【図表４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「現状水準」（１２０～１２５円）との予想が最も多く、全体の６割弱（５８.１％）を占め

た。１３５円以上の「円安」水準を予想する議員はいなかった。また、１０５円以下の「円高」

水準を予想する議員もいなかった。業種別にみると製造業では、現状よりも「円高水準」（１

２０円よりも円高水準）の予想が３割以上あった（３５.７％）。 

 

（ご参考/前年調査） 

日銀の追加金融緩和の影響から、為替水準についても調査開始時点で前年末に比べて１割以

上円安方向へ振れていたこともあり、全体では約４割（３９.８％）が更なる「円安」（１２０

円以上）を予想。 

 

 

105～110円, 2.2% 

105～110円, 1.4% 

110～115円, 

10.7% 

110～115円, 2.2% 

110～115円, 5.4% 

115～120円, 

25.0% 

115～120円, 

15.2% 

115～120円, 

18.9% 

120～125円, 

46.4% 

120～125円, 

65.2% 

120～125円, 

58.1% 

125～130円, 3.6% 

125～130円, 

10.9% 

125～130円, 8.1% 

130～135円, 3.6% 

130～135円, 1.4% 

わからない, 10.7% 

わからない, 4.3% 

わからない, 6.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

～105円 0.0% 0.0% 0.0%

105～110円 0.0% 2.2% 1.4%

110～115円 10.7% 2.2% 5.4%

115～120円 25.0% 15.2% 18.9%

120～125円 46.4% 65.2% 58.1%

125～130円 3.6% 10.9% 8.1%

130～135円 3.6% 0.0% 1.4%

135円～ 0.0% 0.0% 0.0%

わからない 10.7% 4.3% 6.7%
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５．貴社の経営状況について 

（質問内容） 

２０１６年の貴社の経営状況は２０１５年と比較してどのようになると予想しますか。 

 

（調査結果）【図表５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足許経済情勢が堅調に推移しており、先行きも緩やかな回復予想が多いこともあって、全体

の５割が「現状水準」（５０.７％）を占めた。一方で「厳しくなる」・「やや厳しくなる」（２

９.０％）が「やや好転」（１８.８％）を上回った。「好転」と予想した議員はいなかった。 

業種別では、製造業では「現状水準」（３２.０％）が「やや好転」（３２.０％）と同率とな

っているのに対して、非製造業では、「やや好転」は１１.４％に止まり、「現状水準」が６割

以上（６１.４％）を占めた。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体では「厳しくなる」・「やや厳しくなる」と予想する議員が３割強（３１.５％）と、「好

転」・「やや好転」との予想（２３.７％）を上回っている。これは、前回同様経済状況が回復

しつつあるとは言え、自社の経営状況については慎重姿勢を崩していないものと考えられる。

「現状水準」は４割強（４２.１％）。 

 

 

厳しくなる, 8.0% 

厳しくなる, 4.5% 

厳しくなる, 5.8% 

やや厳しくなる,  

28.0% 

やや厳しくなる, 

 20.5% 

やや厳しくなる,  

23.2% 

現状水準,  

32.0% 

現状水準, 

 61.4% 

現状水準,  

50.7% 

やや好転, 

 32.0% 

やや好転, 

 11.4% 

やや好転, 

 18.8% 

わからない, 2.2% 

わからない, 1.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業 

非製造業 

全体 

製造業 非製造業 全体 

厳しくなる 8.0% 4.5% 5.8%

やや厳しくなる 28.0% 20.5% 23.2%

現状水準 32.0% 61.4% 50.7%

やや好転 32.0% 11.4% 18.8%

好転 0.0% 0.0% 0.0%

わからない 0.0% 2.2% 1.5%
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６．貴社の取り組みについて（複数回答可、３つまで） 

（質問内容） 

前記設問の回答を踏まえ、２０１６年に貴社が重点的に取り組むことは何ですか。 

 

（調査結果）【図表６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体では、昨年調査結果と同様に「コスト削減の強化」が６割弱と最も多かった。（全体５

８.２％、製造業６３.３％、非製造業５５.１％） 

  次いで、「設備投資の拡充」（２９.１％）、「海外展開の拡大」（２７.８％）、「新事業分野へ

の参入」（２４.１％）と続いた。 

  一方、「賃金水準の引き上げ」（５.１％）は、低水準に止まった。 

  

（ご参考/前年調査） 

業種に関わりなく「コスト削減の強化」との回答が約７割と最も多かった（全体６５．８％、

製造業７１.０％、非製造業６２．５％）。 

次いで、全体では「海外展開の拡大」（３４.２％）、「設備投資の拡充」（２７.８％）、「新事

業分野への参入」（２５.３％）が２割を上回る回答を得た。 

 

3.3% 

0.0% 
63.3% 

13.3% 

0.0% 

6.7% 
6.7% 

13.3% 

36.7% 

16.7% 

36.7% 

14.3% 
2.0% 

55.1% 

12.2% 

0.0% 

12.2% 

4.1% 

30.6% 

22.4% 

6.1% 

24.5% 

10.1% 

1.3% 

58.2% 

12.7% 

0.0% 

10.1% 
5.1% 

24.1% 
27.8% 

10.1% 

29.1% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他 

各種リストラの強化 

コスト削減の強化 

借入金の圧縮 

現預金の積上げや株式等への運用 

雇用者数の拡大 

賃金水準の引き上げ 

新事業分野への参入 

海外展開の拡大 

研究開発費の拡充 

設備投資の拡充 

その他 

各種リストラの強化 

コスト削減の強化 

借入金の圧縮 

現預金の積上げや株式等への運用 

雇用者数の拡大 

賃金水準の引き上げ 

新事業分野への参入 

海外展開の拡大 

研究開発費の拡充 

設備投資の拡充 

その他 

各種リストラの強化 

コスト削減の強化 

借入金の圧縮 

現預金の積上げや株式等への運用 

雇用者数の拡大 

賃金水準の引き上げ 

新事業分野への参入 

海外展開の拡大 

研究開発費の拡充 

設備投資の拡充 

製
造
業

 
非
製
造
業

 
全
体
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７．２０１６年に期待すること（複数回答可、３つまで） 

（質問内容） 

２０１６年に特に期待することは何ですか。 

 

（調査結果）【図表７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年調査結果同様、「国内景気の持続的改善」が最も高く全体では、８割弱を占めた。（全体

７５.９％、製造業６６.７％、非製造業８１.６％） 

次いで、「個人消費の拡大」（４４．３％）、「労働力不足の解消」（２５.３％）、「規制緩和・

規制改革の促進」（２２.８％）などが続いた。 

 

（ご参考/前年調査） 

全体として、業種に関わりなく「国内景気の持続的改善」との回答が約９割と最も多かった

（全体８７．３％、製造業９３.５％、非製造業８３．３％）。 

 

0.0% 

3.3% 

30.0% 

26.7% 

23.3% 

26.7% 

6.7% 

26.7% 

43.3% 

13.3% 

66.7% 

4.1% 

6.1% 

14.3% 

12.2% 

26.5% 

12.2% 

16.3% 

20.4% 

44.9% 

24.5% 

81.6% 

2.5% 

5.1% 

20.3% 
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